


国民に安全・安心と幸福をもたらす産業構造へ

　我が国及び国際社会では、阪神・淡路大震災、東
日本大震災、コロナ禍、ウクライナ戦争、トルコ・
シリア大地震などの危機が相次いでおり、人々の安
全・安心な生活を支える国土形成・社会構築の重要
性がこれまで以上に高まっています。
　他方、経済面では、従来日本経済を牽引してきた
基幹産業のメルトダウン（競争力低下）が生じてお
り、次世代産業の創生・発展が急務となっています。

　このような問題意識から、我々は人々の安全・安心を守る取
り組みとして医療と防災を一体的に捉え、新たな産業領域とし
ての医療・防災産業の創生に向けて、プラットフォームの役割
を果たす「医療・防災産業創生協議会」を設立し、活動中です。

▷東日本大震災や新型コロナウイルス感染症などの教訓を踏
まえ、協議会では「経済的な豊かさ」をもたらす産業から、
国民に「安全・安心」と「幸福」をもたらす産業へ構造を
転換するためのプロジェクト実装を目指します。
▷自助・共助・公助、そしてこれらを商助により共創（好循
環）させることが重要であり、民間が主体性を発揮できる
領域を積極的に拡大していきます。
▷医療・防災産業の創生を通じてパラダイム転換を実現し、
ルール形成を行いながら海外展開（輸出）へと繋げていき
ます。（下図参照）
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【医療・防災産業のイメージ図】

協議会がプラットフォームの役割を果たし、個々の企業の枠を超えて、様々な
先端的技術やノーハウを組み合わせた次世代型プロジェクトを組成・実現可能にします。

医療・防災産業を切り口としたプロジェクト実装へ
【2021年２月25日付　日本経済新聞朝刊　特集「がんばれ！ニッポンの医療2021」より抜粋（掲載許諾済）】
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協議会の活動～これまで～

令和２年
（2020年）

 ４月30日 「産業力で医療崩壊を防止する緊急提言」
  ―第２波、ポストコロナを見据えて―

11月30日 安全JAPANプロジェクト・埼玉モデルの実装

 ４月１日 医療・防災産業創生協議会発足（本格始動開始）

 ６月30日 「医療・防災産業の創生に向けた提言（中間とりまとめ）」
  ―東日本大震災から10年、
  新型コロナウイルス対応500日の教訓を踏まえて―

 ７月５日 医療・防災産業創生推進議員連盟（超党派） 発足

令和３年
（2021年）

「産業力で医療崩壊を防止
する緊急提言」

安全JAPANプロジェクト

協議会は、提言（中間とりまとめ）で示した以下のアクション・プラン（時間軸）に則って活動しています。

【これまでの経緯】

【医療・防災産業の創生に向けた提言（活動指針）】

【提言１の社会実装に向けて（2022年～）】

シンボリック
プロジェクト

防災道の駅
「猪苗代」の
位置付け

シンボリック
プロジェクト

１．短期（～３年：2024年メド）：先進事業の社会実装（プロジェクト・エンジニアリング）

【提言１】高機能・高付加価値コンテナ（可動式）と管理運用システムを開発し、全国の「防災道の駅」等への展開を通じて、
平時の地域力と有事の災害対応力を高めることが必要。

〈平時〉備蓄倉庫、移動式診療所、移動式キッチン、イベント（訓練・体験・宿泊・お祭り）等
〈有事〉物資供給、避難所高度化（医療、炊き出し、トイレ、風呂、電源等の支援）、多目的船への展開

【提言２】医療・防災に関係する技術・製品・サービス等に係るニーズ、情報（品質・性能・価格等）、生産・供給力、市
場動向等のデータを集約・把握・分析するとともに、市場性の確保に向けて国内外の多種多様なユーザーとのビ
ジネス・マッチングを行うことが必要（協議会のデータベース化、防災（危機管理）商社化）。

２．中期（～５年：2026年メド）：制度設計（ルール・メイキング）
【提言３】実効性の高い産業振興施策として、認証ルールの明確化、国際標準化への対応、規制緩和、研究開発・企業間連携

等の支援枠組整備などを実施するとともに、頑健なサプライチェーンの構築に向けた法制面の検討を行うことが必
要。

【提言４】オールハザード・アプローチに基づき危機管理法制を再編するとともに、危機管理組織の機能強化や医療・防災産
業施策の司令塔の創設を行い、危機管理や医療・防災産業振興に関する中長期のビジョンを提示することが必要。

３．長期（～ 10年：2030年メド）：社会のあり方の変革（ソーシャル・デザイン）
【提言５】日本社会の持続可能性を高めるため、地域コミュニティ組織等の役割・機能を見直すとともに、その活動を支える

資金調達スキーム等を整備することで、社会的包摂と危機管理が両立するメカニズムを構築し、地域の活性化を
図ることが必要。

医療・防災産業の姿をわかりやすく示すため、平常時の地域の賑わいと災害時に求められる機能を兼ね備えた高
機能・高付加価値コンテナ（可動式）を防災道の駅等に配備し、地域創生と国土のレジリエンス向上に取り組
むことから開始。

シンボリックプロジェクトの実現と全国展開に向け、防災道の駅「猪苗代」を高機能・高付加価値コンテナの有
用性・経済性等の実証プロジェクトの場として、当該プロジェクトの知見を基に社会実装の第１号に位置付け、
取り組み中（2023年６月デモ実装）。

「医療・防災産業の創生に向けた
提言（中間とりまとめ）」
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協議会の活動 ～今後（2023年以降）～
【国土のレジリエンス強化と次世代産業の創生に向けて】

協議会では以下の流れでプロジェクトの実装を進めています。
フェーズⅠ（～Ｒ５上半期）
○シンボリックプロジェクトとして、道の駅「猪苗代」に平常時の地域の賑わいと災害時に求められる機能を兼ね備えた
高機能・高付加価値コンテナ（可動式）を配備・運用に取り組む。

フェーズⅡ（Ｒ５下半期～）
○道の駅「猪苗代」を起点に、全国の防災道の駅（広域防災拠点）を各県の拠点として地域防災拠点（道の駅、公共施設等）
や民間施設等にも高機能コンテナを配備し、高機能コンテナ・ネットワークを構築することで大規模災害に迅速に対処
可能な体制を整えることで国土のレジリエンスを高める。

ネットワーク化による災害対応コスト・パフォーマンスの向上
（DXを用いたコンテナの位置情報の把握と災害時の最適指示）

官民連携高機能コンテナ・地域ネットワーク
イメージ
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地域防災拠点

病院船
（多目的船）

工業団地

中心
市街地
再開発

高機能コンテナの
活用による

札幌市
（北海道）

青森県 ←原子力災害
対応

群馬県 ←首都直下地震の
支援

和歌山県

川崎市
↑首都圏臨海部を活用した
　医療・防災拠点

↑
南海トラフ地震対応

埼玉県 ←首都圏交通結節点

猪苗代（プロトタイプ）から
全国展開

～地域ネットワークの接合～

　高機能コンテナ
←プロトタイプ
　実装の起点

福島県

ネットワーク・レイヤー

沖縄県

高知県

広島県

静岡県

積極的に参画を求める
地域（県市）から展開
現時点の候補10県市

（太字県市から取り組み予定）

離島対応・国際支援の→
拠点　

国
県

市区町村

高機能コンテナの全国ネットワーク構築・展開（国土のレジリエンス強化）を通した
高機能コンテナの活用による「自由度（組み合わせ×移動）の高い新しい生活様式」創出

次世代産業創生の３つのポイント
①災害時（官需）だけでなく平常時（民需）利用による市場拡大
②コンテナ・搭載資機材の高機能化（先端技術活用）による新市場開発
医療分野の例：次世代の医療機器や高度医療機器等をコンテナに搭載可能（小型化等）にす

ることから生じる新規用途開発
防災分野の例：生活インフラをコンテナに搭載（創電・蓄電、水生成・循環、通信等）する

ことでの新しい生活様式の創出（自己完結型の住まい・街作り）

③上記の海外輸出による一層の市場拡大（パッケージ化・システム化
（ISO等規格化））

更なる市場の拡大
高機能コンテナを組み合わせた自己完結型生活の実現
（災害や紛争、インフラ未整備・整備困難地域へ展開）

自立分散社会（スマートシティー）の実現に寄与
災害に強い自己完結型の生活

道の駅「猪苗代」
プロトタイプ実証

国内：離島や僻地医療で利用
海外：医療資源が十分でない

開発途上国等で利用

平常時：商店街の再建に活用
することで、自由度
の高い街作り

災害時：被災者支援の拡充

【住居を構成する高機能コンテナ】
創電・蓄電、キッチン、シャワー、トイレ、
多目的（居間・寝室）、水生成・循環

【街を構成する高機能コンテナ】
創電・蓄電、医療（医科・歯科）、美容、多
目的（店舗） 、ゴミ処理、水生成・循環
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実装フェーズ（高機能・高付加価値コンテナの積極活用）

•地元生産者・事業者の活動の拠点
•観光客へのアピール（リピーター獲得→周遊観光へ）

Ｑ、なぜコンテナがコア製品なのか？（コンテナの有用性）

平常時：地域活性化

【高機能コンテナの種類（機動性×用途・機能）】
より高機動

タイプ

サ
イ
ズ

移
動
方
法

用
途
・

機
能
（
例
）

搭載型
（鉄道・海上コンテナ）

フォークリフトもしく
はクレーンでトラック
に搭載して移動

 20ft：国際規格➡海上輸送（国際緊急援助）向き

 12ft：国内規格➡陸上輸送（国内災害対応）向き

①創電・蓄電　②備蓄　　　　　　③キッチン　④シャワー　⑤トイレ
⑥ゴミ処理　　⑦バスターミナル　⑧多目的　　⑨医療（医科・歯科）
⑩美容　　　　⑪宿泊　　　　　　⑫農業　　　⑬水生成・循環

自立搭載型
（脚付き）

一体化したジャッキ
の昇降によりトラッ
クに搭載して移動（ク
レーン等不要）

牽引型
（トレーラーハウス）

トレーラーヘッドに
よる牽引で移動

地域経済の活性化
（誘客・消費増➡雇用増・所得増・税収増）

高機能コンテナがブランド価値を高める
地域の需要に応じて必要な機能を柔軟に提供

地元の食べ物屋
地元のＢ級グルメ

登山・キャンプ
有名アウトドアショップ

そば打ち体験低コストグランピング
避難所体験宿泊所

陶芸教室防災教室 足湯

地元名産
お土産品

創電・蓄電
癒しのひと時

地元青空市場
（キャンプ等の食材調達場）

様々な危機
地震、津波、感染症、
戦争、etc

危機から命を守るためには
平常時の備えが必須
電気（創電・蓄電）、水（トイレ・シャ
ワー）、備蓄（食料・生活必需品）、医
療（医科・歯科）、etc

コンテナであれば必要な
支援を迅速に展開可能！
「利便性」「経済性」「応用性」に優れた
コンテナは、オールハザードで活用で
き、海外輸出にも対応可能

牽引型コンテナ

自立搭載型コンテナ

搭載型コンテナ
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実装フェーズ（高機能・高付加価値コンテナの積極活用）

•地元生産者・事業者の活動の拠点
•観光客へのアピール（リピーター獲得→周遊観光へ）

Ｑ、なぜコンテナがコア製品なのか？（コンテナの有用性）

平常時：地域活性化

【高機能コンテナの種類（機動性×用途・機能）】
より高機動

タイプ

サ
イ
ズ

移
動
方
法

用
途
・

機
能
（
例
）

搭載型
（鉄道・海上コンテナ）

フォークリフトもしく
はクレーンでトラック
に搭載して移動

 20ft：国際規格➡海上輸送（国際緊急援助）向き

 12ft：国内規格➡陸上輸送（国内災害対応）向き

①創電・蓄電　②備蓄　　　　　　③キッチン　④シャワー　⑤トイレ
⑥ゴミ処理　　⑦バスターミナル　⑧多目的　　⑨医療（医科・歯科）
⑩美容　　　　⑪宿泊　　　　　　⑫農業　　　⑬水生成・循環

自立搭載型
（脚付き）

一体化したジャッキ
の昇降によりトラッ
クに搭載して移動（ク
レーン等不要）

牽引型
（トレーラーハウス）

トレーラーヘッドに
よる牽引で移動

地域経済の活性化
（誘客・消費増➡雇用増・所得増・税収増）

高機能コンテナがブランド価値を高める
地域の需要に応じて必要な機能を柔軟に提供

地元の食べ物屋
地元のＢ級グルメ

登山・キャンプ
有名アウトドアショップ

そば打ち体験低コストグランピング
避難所体験宿泊所

陶芸教室防災教室 足湯

地元名産
お土産品

創電・蓄電
癒しのひと時

地元青空市場
（キャンプ等の食材調達場）

様々な危機
地震、津波、感染症、
戦争、etc

危機から命を守るためには
平常時の備えが必須
電気（創電・蓄電）、水（トイレ・シャ
ワー）、備蓄（食料・生活必需品）、医
療（医科・歯科）、etc

コンテナであれば必要な
支援を迅速に展開可能！
「利便性」「経済性」「応用性」に優れた
コンテナは、オールハザードで活用で
き、海外輸出にも対応可能

牽引型コンテナ

自立搭載型コンテナ

搭載型コンテナ

実装フェーズ（高機能・高付加価値コンテナの積極活用）

•地域防災機能：避難所の強化、被災地へのコンテナ派遣
•広域防災機能：スペース確保＋部隊支援/避難所転換

Ｑ、高機能・高付加価値コンテナの特徴・利点は？

災害時：住民の命を守る
レジリエンスの強化

（安全・安心で住みよい町）

災害時も活躍！命を守る高機能コンテナ
必要とされる場所ヘ必要なコンテナを移動し救済

避難者への食材提供

災害時の
アウトドア製品の活用

災害対策本部オフィス創電・蓄電

医療（医科・歯科）

避難者の宿泊・休憩 避難者 散髪・美容室トイレ
シャワー

避難者用備蓄食材

平常時＝地域振興 災害時＝被災者支援
•物品販売、宿泊機能など •避難所機能の高度化、

被災地での医療提供など

①平常時と災害時のデュアルユースが可能

②高い稼働力による全国（海外）への展開が可能

③民間企業の技術力・ノーハウを結集し、高付加価値を実現

•トラックや鉄道、船舶により稼働できるコ
ンテナを用いることにより、緊急時の迅速
な展開が可能

•将来的には、海外での災害発生時に船舶に
よる支援物資の提供や洋上での医療活動も
可能に

•全国一律の横断的なシステ
ムにより、各コンテナの動
きを把握、備蓄品の在庫を
一括管理

•創電（蓄電）機能を具備す
ることで、災害時の停電で
も電力供給の継続を実現

時の迅速

コンテナ
設置

コンテナ
輸送

コンテナ
位置情報

コンテナ
製作・調達

備蓄品
在庫管理

災害時
輸送・仕分け

平時運用

パッケージで
提供可能
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【会員企業等】（22社・2023年１月時点、社名50音順）

（株）IHI あいおいニッセイ同和損害保険（株）

（株）AOKIホールディングス （公財）秋山記念生命科学振興財団

SMBCコンサルティング（株） （株）カネカ

（株）コバヤシ サンスター（株）

（株）J-オイルミルズ ゼビオホールディングス（株）

（株）セブン＆アイ・ホールディングス 多摩信用金庫

東海理研（株） 日揮（株）

梅花堂紙業（株） BIPROGY（株）

（株）ファンケル （株）富士インダストリーズ

（株）丸和運輸機関 （株）良品計画

※（株）東邦銀行（福島・地域産業創生パートナー）

　日本軽金属（株）（コーポレート会員）

協議会の活動について等、お気軽にお問い合わせください。

医療・防災産業創生協議会事務局
〒102-0084　東京都千代田区二番町5-7 JPビル
（一般財団法人日本総合研究所　内）

※2023年３月作成

◆協議会の構成メンバー

【医療・防災産業創生推進議員連盟役員】（敬称略・2022年11月時点）
特別顧問 寺島 実郎
顧問 林 芳正　玉木 雄一郎　泉 健太
会長 齋藤 健
会長代行 上田 清司
副会長 斉藤 鉄夫　小泉 龍司　吉良 州司
幹事長 古川 元久
幹事 岡本 三成　石橋 通宏
事務局長 古川 禎久
事務局次長 井林 辰憲

☆協議会と併走する超党派の議員連盟

国土交通大臣への要望の様子（令和４年12月）

設立総会の様子（2021年4月）

【会長】
寺島 実郎 一般財団法人日本総合研究所会長、多摩大学学長

【特別顧問】（２名、順不同）
横倉 義武 社会医療法人弘恵会理事長（日本医師会元会長）
柳川 忠廣 日本歯科医師会副会長

【アドバイザー等】（４名、順不同）
宮島 篤 保健・医療パラダイムシフト推進協議会理事長、東京大学特任教授
江崎 禎英 社会政策課題研究所所長、岐阜大学客員教授
塚田 幸広 公益社団法人土木学会専務理事
秋冨 慎司 東京曳舟病院副院長、日本医師会総合政策研究機構客員研究員（元防衛医科大学校准教授）

【オブザーバー】
前田 泰宏 前中小企業庁長官

お問合せ先

URL：https://www.mdpc.ne.jp/
Eメール：mdpc@jri.or.jp
電話：03-5275-1570
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